
札幌市社会福祉法人・施設指導監査要綱 

 

平成９年４月１日 民生局長決裁  

１ 要綱の目的 

  この要綱は、社会福祉法人(以下「法人」という。)及び社会福祉施設(以

下「施設」という。)の運営全般に対する関係法令、通知等による指導監査

の実施に関し必要な事項を定めることにより、制度の適正かつ円滑な運営を

確保することを目的とする。 

 

２ 指導監査事項及び指針 

  指導監査は、法人の役員構成、理事会の運営状況、利用者の処遇、職員の

配置及び労働条件、経理状況、施設設備の状況等、法人及び施設の運営管理

の全般を対象として総合的に行うものとし、実施に当たっては、個々の法人

及び施設の実情を勘案し、形式的、画一的な指導とならないよう配慮すると

ともに、是正改善を指導する場合にあっては、法人及び施設の十分な理解と

協力を得ることにより、効果的指導監査の実現に努める。 

 

３ 指導監査の対象 

  指導監査は、法人及び以下の施設（公の施設を除く。）を対象とする。 

 ⑴ 保護施設 

 ⑵ 老人福祉施設 

 ⑶ 障害者支援施設 

 ⑷ 児童福祉施設（「障害者支援施設等に係る指導監査について」（平成 19

年４月 26 日付厚生労働省社会援護局障害保健福祉部長通知）の別添「障

害者支援施設等指導監査指針」及び「児童福祉行政指導監査の実施につい

て」（平成 12 年４月 25 日厚生省児童家庭局長通知）の別添「児童福祉行

政指導監査実施要綱」に規定する児童福祉施設に限る。以下同じ。） 

 ⑸ 幼保連携型認定こども園 

 

４ 指導監査の方法 



  指導監査の実施に当たっては、関係法令及び通知等に基づき指導を行う。

特に、法令等の規定により提出された報告書等については厳正に審査を行う。 

 

５ 指導監査の種類 

  指導監査は、一般監査及び特別監査に分け、当該年度の実施計画に基づき、

実地により次のとおり実施する。ただし、定期指導監査の法人監査について

は、公衆衛生上、感染症のまん延を防止する必要性が極めて高く、実地にお

いてよりこれを行うことが困難であるものとして、厚生労働省社会・援護局

長が定めるところにより、実地によらないことができる。 

 ⑴ 一般監査 

  ア 定期指導監査 

   (ｱ) 法人監査 

    ａ 以下の事項に該当する法人に対する定期指導監査の実施の周期

は、３か年に１回とする。ただし、施設監査と同時に行う場合につ

いては、３か年に１回を超える頻度で実施することができる。 

     (a) 法人の運営について、法令及び通知等（法人に係るものに限る。）

に照らし、特に大きな問題が認められないこと。 

     (b) 法人が経営する施設及び法人の行う事業について、施設基準、

運営費並びに報酬の請求等に関する特に大きな問題が認められ

ないこと。 

    ｂ ａにかかわらず、ａに掲げる事項に該当する法人であって、会計

監査人による監査等の支援を受け、次の各事項を満たす法人に対す

る定期指導監査の実施の周期は、当該各事項に掲げる周期とするこ

とができる。 

     (a) 会計監査人を設置している法人において、会計監査人により作

成された会計監査報告に「無限定適正意見」又は「除外事項を付

した限定付適正意見」（除外事項について改善されたことが確認

できる場合に限る。）が記載された場合 ５か年に１回 

     (b) 会計監査人を設置していない法人において、会計監査人による

監査に準じる監査が実施され、当該監査の際に作成された会計監



査報告に「無限定適正意見」又は「除外事項を付した限定付適正

意見」（除外事項について改善されたことが確認できる場合に限

る。）が記載された場合 ５か年に１回 

     (c) 公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人（以下「専門家」

という。）による財務会計に関する内部統制の向上に対する支援

又は財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援を受け

た法人において、専門家が当該支援を踏まえて作成する書類とし

て別に定めたものが提出された場合 ４か年に１回 

    ｃ ａに掲げる事項に該当する法人のうちｂに掲げる事項のいずれ

にも該当しない法人においては、「社会福祉法人指導監査要綱の制

定について」（平成 29 年４月 27 日付厚生労働省局長連名通知）に

掲げる要件を満たすことにより、定期指導監査の実施の周期を４か

年に１回まで延長することができる。 

   (ｲ) 施設監査 

    ａ 保護施設 

      原則として、全ての保護施設に対し、年１回実地により行う。た

だし、前年度における施設監査の結果、特に重大な運営上の問題点

がない施設については２か年に１回、適正な施設運営がおおむね確

保されていると認められる施設については３か年に１回とするこ

とができる。 

    ｂ 老人福祉施設 

      原則として、全ての老人福祉施設に対し、３か年に１回実地によ

り行う。ただし、施設の人員、設備及び運営に関して疑義が生じ詳

細を確認する必要があると認めるときは、この限りでない。 

      また、当該監査において問題点等を発見した場合には、原則によ

らず必要の都度、行うこととする。 

    ｃ 障害者支援施設 

      原則として、全ての障害者支援施設に対し、年１回実地により行

う。ただし、前年度の実地による施設監査の結果、適正な運営がお

おむね確保されていると認められる場合については、書面によるこ



とができる。 

    ｄ 児童福祉施設及び幼保連携型認定こども園 

      全ての児童福祉施設及び幼保連携型認定こども園に対し、年１回

以上実地により行う。ただし、次のいずれかに該当する場合につい

ては、実地によらず行うことができる。 

     (a) 天災その他やむを得ない事由により当該年度内に実地による

施設監査を行うことが著しく困難又は不適当と認められる場合

（「その他やむを得ない事由」については、感染症が長期にわた

って流行している状況を想定しており、指導監査に従事する職員

の多忙など、本市側の事情は対象とならない。） 

     (b) 以下の事項を勘案して実地による施設監査が必ずしも必要で

ないと認められる場合 

      ・前年度の実地による施設監査の結果、適正な運営がおおむね確

保されていると認められること 

      ・設置してから３年を経過していること 

      ・前年度の実地による施設監査の実施率が５割以上であること 

  イ 臨時指導監査 

    問題の発生等により、必要に応じて臨時に行う。 

 ⑵ 特別監査 

   問題を有すると認められる法人及び施設を対象に必要に応じ特定の事

項について行う。 

 

６ 指導監査事項の省略等 

 ⑴ 会計監査人を設置している法人及び会計監査人による監査に準ずる監

査を実施している法人については、当該監査の際に作成された会計監査報

告に「無限定適正意見」又は「除外事項を付した限定付適正意見」が記載

されている場合には、監査事項の一部を省略することができる。 

   ただし、「除外事項を付した限定付適正意見」である場合は、除外事項

に関して、理事会等で協議の上、改善のための必要な取組を行っているか

について、指導監査において確認するものとする。 



 ⑵ 専門家による財務会計に関する内部統制の向上に対する支援や財務会

計に関する事務処理体制の向上に対する支援を受けている法人について

は、専門家が当該支援を踏まえて作成する書類として別に定めるものによ

り、会計管理に関する事務処理の適正性が確保されていると判断した場合

には、監査事項の一部を省略することができる。 

 

７ 指導監査体制 

  法人及び３に掲げる施設（以下「法人等」という。）に対する指導監査の

事務の総括は、各事業所管部（３に掲げる施設に係る運営基準に関する条例

等を所管する部をいう。以下同じ。）と連携し、監査指導室が所管する。ま

た、指導監査の実施に当たっては、施設種別に応じて指導監査班を編成し、

可能な限り、法人及びその施設の同時監査を行う。事業所管部の担当職員は、

原則として監査指導室が行う指導監査に同行し、利用者処遇等の実態を確認

するとともに、法人等の適切な運営指導及び利用者の権利擁護等について必

要な措置の確保に努める。 

 

８ 指導監査の事前準備及び実施 

 ⑴ 指導監査の実施に当たっては、法人等の事情等に配慮して期日を定め、

また、おおむね１か月前までに担当職員の氏名その他必要事項を通知（以

下「実施通知」という。）するとともに、期限を付して社会福祉施設概況

報告書及び関係資料の提出を求める。なお、５⑴イの臨時指導監査及び⑵

の特別監査の実施においては、必ずしも事前の実施通知を行う必要はない。 

 ⑵ 指導監査の実施に当たっては、その実効を期すため、事前に提出資料の

分析、検討を行い、必要に応じて事業所管部より法人等の運営実態及び指

導経過等の説明を受けるとともに、指導監査の日程、重点指導事項、指導

基準及び事務分担等について連絡協議会を開催し周知を図る。 

   特に、前回の指導監査結果等から改善状況について留意する必要がある

と判断される法人等については事業所管部と連携を密にして指導の徹底

に配慮する。 

 ⑶ 従事する職員は、指導監査の実施に際して、その身分を示す立入証を携



帯し、関係者の請求があるときは、これを提示する。 

 

９ 指導監査結果の区分 

  指導監査の結果、是正改善が必要な事項がある法人等に対しては、その状

況に応じて文書または口頭で指導する。 

 ⑴ 文書指導 

   以下の項目に該当する場合は、文書指導とする。 

  ア 関係法令、通知等に違反している場合であって、法人等の運営に重

大な支障を及ぼすと認められる場合 

  イ 入所者・利用者の処遇・安全に相当の影響がある場合又は相当の影

響が想定される場合 

  ウ 法人等の運営等の基本に関わる事項であって，その改善状況の確認

を必要とする場合 

  エ 度重なる指導にもかかわらず、改善状況が見られない場合 

  オ その他総合的に判断して文書指導とすることが適当と認められる場

合 

 ⑵ 口頭指導 

   上記⑴に該当しないものは、口頭指導とする。ただし、⑴に該当する

場合であっても、軽微である場合、過去の指摘事項に対する改善状況等

から総合的に判断してその必要がないと認められる場合又は上記⑴の指

導を行わずとも改善が見込まれる場合については、口頭指導とする。 

 

10 指導監査結果の措置 

 ⑴ 講評 

   指導監査班長（以下「班長」とする。）は、指導監査終了後、幹部及び関

係者の出席を求め、監査担当者とともに、指導監査結果について講評及び

指導を行う。 

 ⑵ 指導監査の復命 

   監査担当者は指導監査終了後、速やかに、その結果をとりまとめの上、

監査指導室長（各事業所管部にあっては当該各事業所管部長）まで報告す



る。 

 ⑶ 指導事項検討 

   班長は、報告終了後、法人等の状況や指導に当たっての根拠について十

分に考慮したうえで指導事項を検討し、指導内容及び指導方法についての

案を策定し監査指導室長の承認を得る。 

 ⑷ 結果通知及び報告 

   指導監査の結果については、監査実施日からおおむね１か月以内に法

人に通知する。なお、文書による指導事項に対する是正改善状況につい

ては、期限を付して報告を求めるものとし、このうち、法人等の運営に

重大な支障を及ぼすと認められる場合、入所者・利用者の処遇・安全に

相当の影響がある場合又は相当の影響が想定される場合等については、

法人理事会における審議結果（理事会議事録）の添付を求めるものとす

る。また、指導事項及び是正改善状況については、事業所管部に通知す

るとともに、施設を運営する法人の所轄庁に対し、求めがあった場合又

は必要に応じて通知する。 

 ⑸ 結果等の公表 

   福祉サービス等を利用しようとする者が法人等の指導監査に関する情

報を容易に得られることにより福祉サービスの選択に資することを目的

として、指導監査の指導事項及び是正改善状況について情報公開を行

う。 

   情報公開はホームページにより行うものとし、これに係る事務の取扱

いについては、監査指導室長が別に定める。 

 

11 改善指導 

 ⑴ 改善報告書に対する措置 

   事業所管部及び監査指導室は、指導事項が確実に是正改善されるよう適

切に指導する。 

   なお、改善報告書の内容について不備な点や疑義があると認められる場

合は、事業所管部と監査指導室が協議した上で、理事長等の法人関係者に

説明を求めるなど必要に応じて実地による調査を行う。 



 ⑵ 是正改善が図られていない場合の措置 

   文書指導を行ったにもかかわらず、法人が是正改善を怠っていると認め

られる場合は、下記アからエの順に実施する。 

  ア 期限を定めて改善を勧告する。 

  イ 改善勧告を受けた法人が、勧告に従わなかったときは、その旨を公表

する。 

  ウ 改善勧告を受けた法人が、正当な理由がなく、勧告に係る措置をとら

なかったときは、期限を定めて改善勧告に係る措置をとるよう命じる。 

  エ 改善命令に従わないときは、期限を定めて業務（全部若しくは一部）

の停止を命じ、又は役員の解職勧告を行う。 

 ⑶ 指導監査結果報告書の作成 

   指導監査終了後、当該年度の指導監査結果報告書を作成し、指導事例別、

施設種類別の問題点及び今後の課題等を明らかにし、今後の法人等の指導

及び指導監査の実施に当たっての参考とする。 

 

12 北海道との連携 

  北海道所管の法人が運営する施設の指導監査に当たっては、実効性を確保

するため常に連携を図り、同時監査の要請があった際には協力するよう努め

る。 

 

13 実施計画の策定 

  監査指導室は、年度当初に事業所管部と協議し、４に定めるほか当該年度

の重点指導事項に留意のうえ実施計画を策定する。 

 

14 国に対する報告 

  指導監査終了後、指導監査結果を翌年度の提出期日までに指定された様式

により国に報告する。 

 

  (附 則) 

１ この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 



２ この要綱は、平成 13 年４月１日から施行する。 

３ この要綱は、平成 15 年４月１日から施行する。 

４ この要綱は、平成 16 年４月１日から施行する。 

５ この要綱は、平成 19 年５月７日から施行する。 

６ この要綱は、平成 28 年５月 13 日から施行する。 

７ この要綱は、平成 30 年３月 30 日から施行する。 

８ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

９ この要綱は、令和５年４月 13 日から施行する。 

 


